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近年、中小企業をとりまく経営環境はますます厳

しさを増しています。

多国籍企業との競争、内需の縮小などの外的要因

に加え、慢性的な人手不足や経営者・生産人口の

高齢化などの課題に直面しています。

これまで、日本のGDPは世界トップクラスと言わ

れつつも、その労働生産性については低いと指摘

されることが多くありました。

そして直面した新型コロナウイルス感染症による

影響は、中小企業経営を直撃しました。

さまざまな業種の企業が影響を受け、特に日本経

済を支える製造業は2020年夏ごろより大きな影

響を受け続けています。

米中などの海外市場や、国内でも大企業は徐々に

体力の回復傾向を見せ始めていますが、同感染症

による影響は当面続く見込みであり、中小企業も

当面は厳しい状況が続くと予想されています。

そんな中、中小企業の活性化や景気回復の起爆剤

として注目されているのがデジタル化です。

IT・ICTツールによる業務の効率化をはじめ、得

られたデータを戦略的に活用することで、新たな

価値の創造につなげられると期待されています。

また新型コロナウイルスの感染拡大はテレワーク

をはじめとする多様な働き方を進めるきっかけに

もなりました。

デジタル化は、中小企業の事業変革や新しい組織

づくりの推進力にもなります。

中小企業は事業方針上、デジタル化についてどの

ように考えているのか。また、デジタル化を進め

ることによりどのようなメリットや課題に直面し

ているのか。

本レポートは、中小企業が取り組んでいるデジタ

ル化の現状について調査を行い、整理したもので

す。
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１．中小企業のデジタル化への取り組み

1－1．デジタル化に対する優先順位

ITツールと一言で言っても、コミュニケーションや事務処

理などの業務を円滑に進めるための情報系システムと呼ば

れるものから、企業活動の中でも財務や生産管理、勤怠な

ど事業の中核をなすような個別の業務に特化して処理する

基幹系システムと呼ばれるものもある。

さらに、昨今はIoTやビッグデータ、AIなどの先進的な技

術の活用も進み、デジタル技術を応用した新しいビジネス

スタイルが広がっている。

中小企業のデジタル化への取り組み、というとき、その幅

はとても広い。ITツールの導入から、得られた情報を活用

して新しい価値を生み出すまで、いろいろな取り組みが考

えられる。ここではそれらの、「デジタルへの置き換え」

や「新たな価値の創造」までを含めて「デジタル化」と称

している。

これらの技術は、業務効率化や生産性向上に向けて有効な

手段であるだけでなく、新たな可能性を生む手法としても

注目されている。こうしたデジタル化について、中小企業

経営者はどのように考え、また具体的に取り組んでいるの

だろうか。

中小企業経営者は、自社の経営においてデジタル化への取

り組みをどの程度重視しているのだろうか。ここではまず、

デジタル化の取り組みの優先度が事業方針上どの程度なの

かについて確認した。

「事業方針上の優先順位は高い」の17.3％と「事業方針上

の優先順位はやや高い」の35.7％を合わせると、53.0％

の企業がデジタル化への取り組みを経営戦略的に重視して

いることがわかった。しかし「事業方針上の優先順位はや

や低い」は31.0％、「特に必要性を感じない」は16.1％

に及んでおり、全体としては重視している割合は半々であ

る結果となった。

大きなデジタル化の波が来ている今、取り組む中小企業は

多いとしても、経営的にそれを重視する機運は決して高

まっていないと言えるのかもしれない。

17.3%

35.7%31.0%

16.1% 事業方針上の優先順位は高い

事業方針上の優先順位はやや高い

事業方針上の優先順位はやや低い

特に必要性を感じない

デジタル化に対する優先順位 （n＝1295）

調査期間:2021年6月7日～7月30日



1－２．【業種別】デジタル化に対する優先順位
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デジタル化が事業方針上どの程度優先されているのかに

ついて、業種別で集計したものが以下のグラフである。

「事業方針上の優先順位は高い」と回答した企業の割合

がもっとも多かったのは「情報通信業」で、41.4％に及

んだ。これはその事業の特性上、優先順位を高くする企

業が多いことがわかる。

また「事業方針上の優先順位は高い」と「事業方針上の

優先順位はやや高い」と回答した合計の割合がもっとも

多かったのは「金融業、保険業」の76.2％、次いで「医

療、福祉」の73.9％、「情報通信業」の72.8％であった。

これらの業種ではデジタル化による業務の効率化や事業

への活用が進みやすい特性があるといえるだろう。

一方、その割合が小さかったのは「宿泊業、飲食サービ

ス業」の31.8％、「製造業」の41.4％、「小売業」の

42.3％などであった。接客を基本とする業種ではデジタ

ル化の恩恵を受けにくいこと、また「製造業」について

いえば、既存の生産体制や設備のデジタル化が難しいと

考えられていることがうかがえる。さらに、これらの業

種はコロナ禍の影響を受けている業種でもあり、新たな

設備投資を進める余裕がない可能性もある。特に「宿泊、

飲食サービス業」では「特に必要性を感じない」を選ん

だ企業の割合が最多（36.4％）となり、他業種と比較し

ても最多となった。業種によっては、デジタル化への対

応が難しいと考える企業が多いことがわかる。
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宿泊業、飲食サービス業（n=22)

製造業（n=140）

卸売業（n=141）

不動産業、物品賃貸業（n=84）

小売業（n=52）

建設業（n=177）

その他（※）（n=43）

運輸業、郵便業（n=36）

サービス業（他に分類されないもの）（n=337）

生活関連サービス業、娯楽業（n=30）

学術研究、専門・技術サービス業（n=119）

情報通信業（n=70）

医療、福祉（n=23）

金融業、保険業（n=21）

総計（n=1295）

事業方針上の優先順位は高い 事業方針上の優先順位はやや高い

事業方針上の優先順位はやや低い 特に必要性を感じない

【業種別】デジタル化に対する優先順位

（※）回答社数が少なかった「電気、ガス、熱供給、水道業（16）」「複合サービス業（14）」「教育、学習支援業（9）」「漁業（2）」「鉱業、採石業、砂利採取業（2）」の合計
調査期間:2021年6月7日～7月30日

（n＝1295）



【経常利益別】デジタル化に対する優先順位

1－3．デジタル化の優先度と経常利益との関係性
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本調査では、回答企業に前年同時期比の経営状況について

もお伺いしている。その結果を元に、デジタル化への取り

組みの優先度は、実際の経営とどのような関係があるのか

について検証を行った。

前年同時期と言えば、すでに新型コロナウイルス感染症の

影響は全国に広がり、日本経済全体がダメージを受けてい

た頃である。そのときと比べて、経常利益が「増加」は

28.0％、「不変」は36.2％、「減少」は35.8％であった。

すでに影響を受けていた前年同時期と比較しても、さらに

減少したと回答した企業が35.8%であることは、依然とし

て厳しい経営環境に直面している中小企業が多いことがう

かがえる。

そんな中、デジタル化への取り組みを「事業方針上の優先

順位は高い」と回答した企業では、前年同月比で経常利益

が「増加」と回答した企業が42.9％に及んでいる。また一

方で、「特に必要性を感じない」と回答した企業で、経常

利益が前年同月比で「増加」と回答した企業は15.9％で

あった。このように、事業方針上、デジタル化を重視して

いる企業の方が、経常利益が増加と回答する企業が多い傾

向がみられた。

企業によってどの事業、どの部門でデジタル化を進めるか

が違うため、一概にデジタル化が業績アップにつながると

断言することはできないが、デジタル技術の効果、自社で

活用するとしたらどんな可能性があるのかについて、いま

一度考えてみることを提案したい。
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28.0%

45.7%

34.9%

35.9%

30.4%

36.2%

38.5%

41.1%

34.4%

26.8%

35.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特に必要性を感じない（n=208）

事業方針上の優先順位はやや低い（n=401）

事業方針上の優先順位はやや高い（n=462）

事業方針上の優先順位は高い（n=224）

総計（n=1295）

増加 不変 減少

（n＝1295）

調査期間:2021年6月7日～7月30日



1－4．デジタル化に向けた具体的な取り組み内容
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ここでは、中小企業がデジタル化を進めている、またはこ

れから進めようと考えている内容について聞いた結果を紹

介したい。

複数回答可であるため、回答企業数（1087社）と総回答数

（3241回答）は必ずしも一致しない。取り組みとしてもっ

とも多かったのは「テレワーク」の416社で、回答企業中

38.3％の結果となった。「ホームページ構築」（408社）

は同様に37.5％、「セキュリティ強化」（407社）は

37.4％と、この3つがほぼ同数で、多い結果となった。

ホームページは多くの企業が有用であると考えていること、

またデジタル化に向けてセキュリティ対策が重要である意

識も広がっていることがうかがえるが、トップのテレワー

クは、コロナ禍を受けた取り組みとして多くの中小企業が

前向きに取り入れていることがわかる。

その他、昨今の注目手法として、電子契約（回答企業中・

28.0％）、顧客情報管理（CRM）（同・22.5％）、クラウ

ド（SaaS活用※）（同・18.8％）など、デジタル技術を活

用した新しい取り組みにも関心が持たれている結果が導き

出された。

また、「その他」には「各種システム導入（5）」「オンラ

イン会議の導入（4）」「ペーパーレス化（4）」などの回

答が見られた。

※SaaS（Software as a Service）：クラウドで提供されるソフト

ウェアをインターネットなどのネットワーク経由で利用するサービ

ス。従来はパッケージ製品として購入、自らのデバイスにダウン

ロードしていたものを、ネットワーク経由で必要に応じて活用でき

るようになる。
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調査期間:2021年6月7日～7月30日

各種システム導入（5）
オンライン会議の導入（4）
ペーパーレス化（4）
など



1－5．デジタル化の優先度と具体的な取り組み内容の関係性
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続けて、具体的な取り組み内容について、デジタル化に向

けた取り組みが「事業方針上の優先順位は高い」と回答し

た企業に限定して見てみたい。

取り組み内容の回答数の順位については、全体（1－4）と

多少の違いはあるものの大きな違いはなく、テレワーク、

ホームページ構築に続いて電子契約、セキュリティ強化な

どが続いた。ただし、回答企業中の実施割合についてみる

と、軒並み割合が大きい結果となった。「優先順位は高

い」と回答した企業はより積極的にデジタル技術を取り入

れていることがわかる。

また、緑色の棒グラフは、全体と比べてその取り組みがよ

り大きなもの、全体の倍前後の導入割合であるものを示し

ている。クラウド（SaaS利用）、グループウェア導入、デ

ジタルマーケティング、クラウド会計、社内研修デジタル

化など、クラウドの活用による運用面のスリム化に加え、

データ共有やコミュニケーションの合理化を図っているこ

と、将来を見据えた戦略的なデジタル化の推進姿勢などが

うかがえる。

これらの結果を見ると、冒頭で紹介した情報系ツールや基

幹系ツールにとどまらず、事業のさまざまな場面において

多様なデジタル技術が導入されていることがわかる。しか

し、デジタルに向けた取り組みの優先度が高い企業とそう

ではない企業の間には取り組み状況に依然として差がある

のも事実である。

【デジタル化への優先度が高い企業と全体の比較】デジタル化の具体的内容 （n＝224）

調査期間:2021年6月7日～7月30日
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２．デジタル化を進めた結果の検証
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2－1．デジタル化を進める上での課題

本調査では、デジタル化に対する優先順位の差はあっても、

多くの企業がデジタル化に取り組んでいることがわかった

（1－1、3ページ参照）。

ではその結果として、どのようなデジタル化に関する課

題 に直面し、また社内の意識や業績にどのような変化が見

られたのだろうか。それを把握することは、改善策の検討

につながるだろう。

ここでは、デジタル化が企業にもたらした影響について検

証を試みることにする。

デジタル化は業務効率化や新たな事業戦略の構築につなが

るような効果を期待できる反面、事業内容や組織体制にも

影響を及ぼすことから、さまざまな課題にも直面するであ

ろう。ここではデジタル化の推進にともない、中小企業経

営者が感じる課題について、ひとつに絞って選んでもらっ

た。

最多となったのは27.5％の企業が回答した「アナログな文

化・価値観が定着している」であった。これまでの業務の

慣習から抜け出せないケースが多いことがわかる。デジタ

ル化を進めることにより、自社の業務がどう変わり、それ

によりどんな効果が得られるのかについて、より具体的な

イメージを抱けるように準備を進めることが必要だと考え

られる。

続けて「明確な目的・目標が定まっていない」（15.4％）、

「組織のITリテラシーが不足している」（14.4％）などが

続いた。デジタル化が業務の効率化につながることはわ

かっていても、実際にツールを導入する際にはどんな領域

で、どんな効果を狙って行うのかを明確にしておく必要が

あるだろう。またそれを扱う対応力も求められる。

これらの課題からは、何のためにデジタル化を進めるのか、

そのためにはどんな教育をしていけばよいのか、などにつ

いて考えることの重要性が浮き彫りになった。

27.5%

15.4%

14.4%

13.3%

10.7%

10.1%

4.3%

0.0%

4.3%

アナログな文化・価値観が定着している

明確な目的・目標が定まっていない

組織のITリテラシーが不足している

特になし

資金不足

長年の取引慣行に妨げられている

活用したいITツールが無い

部門間の対立がある

その他

人材不足（9）
顧客側のITリテラシー不足（7）
時間不足（5）
など

調査期間:2021年6月7日～7月30日

（n＝1087）デジタル化を進める上での課題
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続けて、デジタル化を進める上での課題について、業種別

での傾向を見たものが以下のグラフである。もっとも多

かった「アナログな文化・価値観が定着している」と回答

した割合が多かった順番に業種を並べている。

その割合が多い順に、「不動産業、物品賃貸業」

（48.4％）、「運輸業、郵便業」（43.8％）、「卸売業」

（41.4％）、「製造業」（33.9％）と続いた。これらの業

種では従来の業務の仕組みや考え方が定着し、デジタル化

を進める阻害要因になっている可能性がある。

また、次いで多かった「明確な目的・目標が定まっていな

い」や、その次の「組織のITリテラシーが不足している」

については業種間での差はそれほど大きくない。一方で、

「アナログな文化・価値観が定着している」と回答した企

業の割合が小さかった「情報通信業」（4.8％）や「医療、

福祉」（9.5％）では、「特になし」の割合が最多となっ

ている。こうしたことからも、業種によってデジタル技術

の導入と推進における課題には違いがあることがわかる。

デジタル化は業務効率化や新たなビジネスチャンスにもつ

ながることを期待して、今後も多くの中小企業が導入を進

めていくだろう。しかし今や、単にデジタルツールを導入

すればよい、という時代ではなくなっている。各企業の事

業内容の特性と課題を見ながら、どのようにデジタル化を

進めていけば効果が生まれるのかという、未来を描く力も

重要になってくるだろう。

4.8%

9.5%

19.1%

25.0%

30.8%

32.3%

32.6%

33.3%

33.9%

41.4%

43.8%

48.4%

28.8%

14.5%

19.0%

17.9%

15.0%

15.4%

10.8%

14.0%

22.4%

18.3%

11.7%

15.6%

6.5%

16.1%

1.6%

19.0%

16.4%

16.0%

11.5%

20.0%

18.6%

17.0%

17.4%

12.6%

12.5%

9.7%

15.0%

37.1%

28.6%

17.6%

18.0%

15.4%

13.8%

14.0%

5.4%

9.2%

9.0%

6.3%

4.8%

13.9%

21.0%

19.0%

13.0%

10.0%

23.1%

9.2%

11.6%

4.8%

7.3%

10.8%

15.6%

9.7%

11.2%

12.9%

0.0%

11.5%

13.0%

0.0%

4.6%

7.0%

12.9%

10.1%

8.1%

6.3%

19.4%

10.6%

8.1%

4.8%

4.6%

3.0%

3.8%

9.2%

2.3%

4.1%

3.7%

6.3%

0.0%

1.6%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報通信業（n=62）

医療・福祉（n=21）

サービス業（他に分類されないもの）

（n=262）

学術研究、専門・技術サービス業

（n=100）

生活関連サービス業、娯楽業

（n=26）

その他（※）（n=65）

小売業（n=43）

建設業（n=147）

製造業（n=109）

卸売業（n=111）

運輸業、郵便業（n=32）

不動産業、物品賃貸業（n=62）

総計（n=1040）

【業種別】デジタル化を進める上での課題

アナログな文化・価値観が定着している 明確な目的・目標が定まっていない 組織のITリテラシーが不足している

特になし 資金不足 長年の取引慣行に妨げられている

活用したいITツールが無い

（※）回答社数が少なかった「金融業、保険業（15）」「宿泊業、飲食サービス業（14）」「電気、ガス、熱供給、水道業（14）」「複合サービス業（12）」「教育、学習支援業（8）」
「漁業（2）」の合計
調査期間:2021年6月7日～7月30日

（n＝1040）
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デジタル化を推進することにより、社内の意識や業績への

影響はどの程度だったのか。ここでは、デジタル化につい

て「特に必要性を感じない」と回答した経営者を除いた

1087社に対し、どんな影響がみられたのかを聞いた結果を

紹介する。

全体の80.6%を占めたのが「ある程度プラスに影響を及ぼ

した」であった。「大きくプラスに影響を及ぼした」の

8.5％と合わせると、実に89.1％の企業がプラスの影響が

あると評価している。

また、デジタル化の「事業方針上の優先順位」を聞いた1

－1（3ページ）の結果と掛け合わせたのが2つ目のグラフ

である。「事業方針上の優先順位は高い」と回答した企業

は、他と比べても、「大きくプラスに影響を及ぼした」と

回答した企業の割合が大きいことがわかる。

デジタル化を進めれば必ず社内の意識や業績に良い影響を

もたらすと言えるものではないが、この結果からうかがえ

るのは、生産体制の強化や働きやすい職場環境、社員教育

などを総合的に考え、いかに戦略的にデジタルを活用して

いくかという視点の重要性である。事業方針としてデジタ

ルをどう活用するか、改めて検討してみてはいかがだろう

か。

調査期間:2021年6月7日～7月30日

8.5%

80.6%

10.5%

0.5%

デジタル化が及ぼす社内の意識や業績への影響

大きくプラスに影響を及ばした

ある程度プラスに影響を及ばした

ある程度マイナスに影響を及ばした

大きくマイナスに影響を及ばした

2.7%

5.8%

24.1%

76.6%

87.9%

72.8%

20.0%

6.1%

2.7%

0.7%

0.2%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業方針上の優先順位は

やや低い（n=401）

事業方針上の優先順位は

やや高い（n=462）

事業方針上の優先順位は

高い（n=224）

【事業方針上の優先順位別】デジタル化が及ぼす社内の意識や業績への影響

大きくプラスに影響を及ぼした ある程度プラスに影響を及ぼした

ある程度マイナスに影響を及ぼした 大きくマイナスに影響を及ぼした

（n＝1087）

調査期間:2021年6月7日～7月30日

（n＝1087）



3．今後の展望と課題

11

◇ブルーレポートmini次号予告◇

10月号「中小企業のDX（デジタルトランスフォーメーション）への意識」

デジタル化の推進は、中小企業の活力を生み、日本経済を活性化すると言われている。それをさらに進め、デジタル

によるビジネスモデルの変革を進めようとするのがDX（デジタルトランスフォーメーション）である。

中小企業の成長の鍵を握るDXについて、中小企業の認知度・必要性・取り組み度を中心に検証する。

○進むデジタル化、一方で課題も

「Windows95」がリリースされ、インターネット普及元

年と言われる1995年から26年がたったいま、デジタル技

術は企業経営に欠かせない存在になった。さらなる効率化

を目指してさまざまなIT・ICTツールが開発され、中小企

業でも活用されてきた。近年はクラウド活用や電子商取引

の広がりによるコスト削減やペーパーレスの動きもみられ

ている。

そして将来的にはIoTやビッグデータ、AIなど新たな技術

開発への期待がますます高まっていくだろう。日本経済を

支える製造業ではIoTによる生産現場での活用が進み、人

手不足に悩む小売業や飲食サービス業でもICT（情報通信

技術）を活用したサービスの開発、また業種に関係なく

マーケティングや営業活動にデータ分析やAI技術が活用さ

れているなど、その進化は目を見張るものがある。

また、この動きをさらに後押ししているのが新型コロナウ

イルス感染症の広がりだと言われている。感染予防対策と

してのテレワークの急速な普及により、「いつでもどこで

も」働ける環境づくりが可能であることを多くの企業が自

覚した。また事務処理のデジタル化や遠隔作業が可能な

ツールの導入など、それまで遅々として進まなかったデジ

タル化の動きが一気に進むことになった。しかし一方で、

事業の特性や設備投資の難しさなどから、デジタル化に対

して消極的な企業が存在するのも確かである。

○戦略的なデジタル技術活用の意識とともにITリテラシー

の向上を

本調査レポートでは、デジタル化について各社の事業方針

上の優先順位について質問した。優先順位が「高い」「や

や高い」の合計と、「やや低い」「特に必要性を感じな

い」の合計を比べると、半々という状況であることがわ

かった。また、中小企業が感じるデジタル化に対する課題

としては、アナログな文化や価値観、古い慣習にとらわれ

ていることや、明確な目的・目標の未確立、ITリテラシー

の不足などが明らかになった。

ビジネス環境におけるデジタル技術の進歩は目まぐるしい

が、デジタル技術は万能薬ではないし、使いこなせる能力

も同時に必要になる。それに対応していくためには、戦略

的なデジタル技術の活用に向けた経営者の意識に加え、実

行していく社員のITリテラシーの向上も必須となっていく

だろう。新型コロナウイルス感染症による影響が続く中で、

ものづくり補助金、IT導入補助金、事業再構築補助金など

もうまく活用しながら、新たなアイデアで乗り切る視点が

重要になる。

○DXに向けたさらなる一歩へ

こうしたデジタル化がいま注目されている背景には、DX

（デジタルトランスフォーメーション）を進める上で欠か

せない要素であるため、という理由もあると考えられる。

IT・ICTがこれまでの便利なツールという枠にとどまらず、

そこから得られた情報を活用し、さらに戦略的に事業戦略

自体を変革していこうとする動きは、企業規模の大小にか

かわらず求められるようになる。このとき、デジタルをい

かに活用していくかの観点があるかないかで、対応できる

スピードは変わり、競争に生き残れるかどうかが決まると

言っても過言ではない。いまがその対応を進めるチャンス

でもある。企業経営者はいま一度、自社のデジタル化に向

けた取り組みについて検証してみてはいかがだろうか。


